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◎調達機関番号 565 ◎所在地番号 14
〇関甲工公告第 12 号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 中央新幹線、中央アルプストンネ
ル（松川）外（電子入札対象案件）
 工事場所 長野県飯田市地内
 工事内容 本工事は、中央新幹線品川起点
183㎞480ｍ～190㎞772ｍ（延長7292ｍ）間
の風越山トンネル（黒田）（延長2334ｍ）、黒
田斜坑（延長1063ｍ）及び中央アルプスト
ンネル（松川）（延長4867ｍ）の工事である。
 工期 101箇月間
 使用する主な資機材
生コンクリート 約91000㎥
セメント 約7200ｔ
鋼製支保工 約2470基
ロックボルト 約43000本

 本工事は、関係する地域との連携を密にし
ながら、工事の安全及び環境影響評価法（平
成９年法律第81号）に基づく「中央新幹線（東
京都・名古屋市間）環境影響評価書【長野県】
（東海旅客鉄道株式会社 平成26年８月29日
公告）」を踏まえ、環境の保全に十分配慮して
実施する工事である。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、入札時に施工方法等の提案を受
け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評
価して落札者を決定する総合評価方式の適用
工事のうち品質確保のための体制その他の施
工体制の確保状況を確認し、施工内容を確実
に実現できるかどうかについて審査し、評価
を行う施工体制確認型総合評価方式の試行工
事である。また、本工事は、契約締結後に工
事内容の変更について提案を受け付ける契約
後ＶＥ方式の試行工事である。なお、入札時
に施工方法等の提案を行い、その提案が採用
された場合には、採用された提案に対する再
度の提案は受け付けない。
 本工事は、競争参加資格確認申請書（以下
「申請書」という。）及び競争参加資格確認資
料（以下「資料」という。）の提出、入札を電
子入札システムにより実施する対象工事であ
る。
なお、電子入札システムにより難い者は、
契約担当役の承諾を得た場合に限り紙入札に
変更することができる。

 本工事は、総価契約単価合意方式の対象工
事である。本工事では、受発注者間の双務性
の向上とともに、契約変更等における協議の
円滑化を図るため、契約後受発注者間の協議
により総価契約の内訳として単価等を合意す
ることとする。
なお、本方式の実施にあたっては、「総価契
約単価合意方式実施要領」及び「総価契約単
価合意方式実施要領の解説」
（機構ＨＰ http://www.jrtt.go.jp/03Tender/
tender-keiyakuKitei.html）に基づき行うも
のとする。
総価契約単価合意方式の実施にあたって

は、単価を包括的に合意する方式とする。
 本工事は、現場経験の少ない技術者の技術
力向上を図るため、主任技術者又は監理技術
者（以下「配置予定技術者」という。）を専任
で補助する技術者（以下「専任補助者」とい
う。）を配置することができる試行工事であ
る。

２ 競争参加資格 次に掲げる条件をすべて満た
す３者又は２者を構成員とする特定建設工事共
同企業体とし、かつ、独立行政法人鉄道建設・
運輸施設整備支援機構（以下「当機構」という。）
鉄道建設本部関東甲信工事局長による当該工事
に係る競争参加資格確認の結果、資格があると
認められた特定建設工事共同企業体とする。
 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援
機構契約事務規程（平成15年10月機構規程第
78号）第４条又は第５条の規定に該当しない
者であること。
 「平成27・28年度工事競争参加資格確認者」
のうち「当機構鉄道建設本部関東甲信工事局
管内（信越）土木」（以下「土木」という。）、
及び「当機構鉄道建設本部関東甲信工事局管
内（信越）プレストレストコンクリート」（以
下「プレストレストコンクリート」という。）
に係る競争参加資格の認定を受けているこ
と。（注）会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続き開始の申立てがなされて
いる者又は民事再生法（平成11年法律第225
号）に基づき再生手続開始の申立てがなされ
ている者については、手続開始の決定後、当
機構鉄道建設本部関東甲信工事局が別に定め
る手続きに基づく競争参加資格の再認定を受
けていること。

なお、当機構鉄道建設本部東京支社、長野
工事事務所が実施した「平成27・28年度工事
競争参加資格確認審査申請の定期受付」にお
いて、「当機構鉄道建設本部東京支社管内（信
越）土木」、「当機構鉄道建設本部長野工事事
務所管内（信越）土木」の認定を受けている
者は、土木の競争参加資格の認定を受けてい
るとみなし、「当機構鉄道建設本部東京支社管
内（信越）プレストレストコンクリート」、「当
機構鉄道建設本部長野工事事務所管内（信越）
プレストレストコンクリート」の認定を受け
ている者は、プレストレストコンクリートの
競争参加資格の認定を受けているとみなす。
この資格認定に係る取り扱いについては、当
機構ホームページの「調達情報/競争参加資
格/平成27年４月１日付け組織改正に伴う競
争参加資格及び入札公告等の取扱いについて
（お知らせ）」を参照すること。
 共同企業体の組み合わせ等は、次のとおり
とする。
構成員のうち代表者は、土木に係る競争参
加資格の認定の際に客観的事項（共通事項）
について算定した点数（以下「客観点数」と
いう。）が1400点以上の者であること。その
他の構成員は、客観点数が1200点以上の者
とする。
 共同企業体の構成員は次に掲げる要件を満
たすものとする。
ア ３者による共同企業体の場合 構成員の
うち代表者は、平成13年度以降に元請とし
て完工した次のの施工実績（当該施工実
績が当機構鉄道建設本部における実績で工
事成績がある場合は、工事成績評定点が65
点以上のものに限るが、工事成績がないも
のについては、これを認める。また、共同
企業体構成員としての実績は、出資比率が
最大のものに限る。）を有すること。
その他の構成員は、平成13年度以降に元
請として完工した次のの施工実績（当該
施工実績が当機構鉄道建設本部における実
績で工事成績がある場合は、工事成績評定
点が65点以上のものに限るが、工事成績が
ないものについては、これを認める。また、
共同企業体構成員としての実績は、出資比
率が10％以上の場合のものに限る。）を有す
ること。

また、構成員のいずれかは、平成13年度
以降に元請として完工した次のの施工実
績（当該施工実績が当機構鉄道建設本部に
おける実績で工事成績がある場合は、工事
成績評定点が65点以上のものに限るが、工
事成績がないものについては、これを認め
る。また、共同企業体構成員としての実績
は、出資比率が10％以上のものに限る。）を
有すること。
 ＮＡＴＭによる内空断面50以上、延
長1000ｍ以上の鉄道トンネル新設工事
 ＮＡＴＭによるトンネル新設工事
 ＰＣ橋りょう上部工新設工事
なお、上記工事の施工実績は、元請とし
て完工し引き渡し済みのものに限るが、
当該工事が当機構鉄道建設本部の発注工
事の場合は、一部しゅん功し引渡しと
なった部分（当該工事の主たる目的物に
限る。）を対象に施工実績とすることがで
きる。

イ ２者による共同企業体の場合 構成員の
うち代表者は、平成13年度以降に元請とし
て完工した上記アのの施工実績（当該施
工実績が当機構鉄道建設本部における実績
で工事成績がある場合は、工事成績評定点
が65点以上のものに限るが、工事成績がな
いものについては、これを認める。また、
共同企業体構成員としての実績は、出資比
率が最大のものに限る。）を有すること。
その他の構成員は、平成13年度以降に元

請として完工した上記アのの施工実績
（当該施工実績が当機構鉄道建設本部にお
ける実績で工事成績がある場合は、工事成
績評定点が65点以上のものに限るが、工事
成績がないものについては、これを認める。
また、共同企業体構成員としての実績は、
出資比率が10％以上の場合のものに限る。）
を有すること。
また、構成員のいずれかは、平成13年度
以降に元請として完工した上記アのの施
工実績（当該施工実績が当機構鉄道建設本
部における実績で工事成績がある場合は、
工事成績評定点が65点以上のものに限る
が、工事成績がないものについては、これ
を認める。また、共同企業体構成員として
の実績は、出資比率が10％以上の場合のも
のに限る。）を有すること。
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